
【単位：千円】

科　　　目 科　　　目

（　資　産　の　部　） （　負　債　の　部　）

 流動資産  流動負債

      現金及び預金 6,944,678       工事未払金 3,147,215

      完成工事未収入金 16,775,346       リース債務 3,479

      未成工事支出金 193,471       未払金 401,065

　　　原材料 1,002       未払費用 279,070

　　　前払費用 10,055 　　　未払法人税等 21,971

　　　立替未収金 599,434       未成工事受入金 6,248,156

　　　貯蔵品 13,147       預り金 49,535

　　　その他 22,917       受注工事損失引当金 1,191,300

流動資産合計 24,560,054       完成工事補償引当金 18,000

　　　賞与引当金 394,034

流動負債合計 11,753,829

 固定資産

   有形固定資産

      建物 140,928  固定負債

      構築物 105,384       リース債務 3,659

      機械及び装置 832,214       退職給付引当金 734,756

      車両運搬具 3,373       役員退職慰労引当金 56,040

      工具、器具及び備品 144,741 固定負債合計 794,456

　　　土地 244,137

      リース資産 6,325

      建設仮勘定 9,467

有形固定資産合計 1,486,572 負　債　合　計 12,548,286

（　純  資　産　の　部　）

   無形固定資産

      ソフトウェア 227,476  株主資本

      電話加入権 387

      ソフトウェア仮勘定 11,336  　資本金 450,000

無形固定資産合計 239,200
 　資本剰余金

      資本準備金 3,086,356

   投資その他の資産

      投資有価証券 2,500  　利益剰余金

      出資･保証金 87,448       利益準備金 112,500

      長期前払費用 10,614       その他利益剰余金

　　　繰延税金資産 784,194         繰越利益剰余金 10,973,442

投資その他の資産合計 884,758 利益剰余金合計 11,085,942

固定資産合計 2,610,530  株主資本合計 14,622,299

純　資　産　合　計 14,622,299
資　産　合　計 27,170,585 負債及び純資産合計 27,170,585

貸　借　対　照　表
２０２６年３月３１日現在
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【単位：千円】

　　完成工事高 17,788,302

　　完成工事原価 14,596,989

　  売上総利益 3,191,313

　　販売費及び一般管理費 2,560,365

　　営業利益 630,947

　　営業外収益

　　　受取利息及び配当金 10,903

　　　雑収入 894

　　　　　  　営業外収益合計 11,798

　　営業外費用

　　　支払利息 1,855

　　　固定資産除却損 12,160

    　雑損失 5,713

　  　　　　　営業外費用合計 19,729

　  経 常 利 益 623,016

　税引前当期純利益 623,016

　　法人税,住民税及び事業税 237,456

　　法人税等調整額 △28,436

　           法人税等合計 209,019

　当 期 純 利 益 413,996

　注）税効果会計の適用に当たり「簡便法」を採用しているため、法人税等調整額は、
　　 「法人税、住民税及び事業税」に含めて表示している。

損　益　計　算　書

２０２５年　４月　１日から

２０２６年　３月３１日まで

エム・エム　ブリッジ株式会社

科　　　　　目 金　　　額
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個　別　注　記　表

重要な会計方針

１．資産の評価基準及び評価方法

（１）有価証券

その他有価証券

（2）棚卸資産

２．固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産（リース資産を除く）・・・定率法によっている。

（2）無形固定資産（リース資産を除く）・・・定額法によっている。

（3）リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

３．引当金の計上基準

（1）貸倒引当金

金銭債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により計上し、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。

（2）受注工事損失引当金

（3）完成工事補償引当金

（4）賞与引当金

（5）退職給付引当金

（6）役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく当事業年度末要支給額を計上している。

４．収益及び費用の計上基準

　

で収益を認識している。

見積総原価に対する発生原価の割合（インプット法）で算出している。

受注工事の損失に備えるため、未引渡工事のうち当事業年度末で損失が確実視され、かつ、その金額を合理的

過去勤務費用は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務年数以内の一定の年数による定額法

により按分した額をそれぞれの発生事業年度から費用処理することとしており、数理計算上の差異は各事業年度

の発生時における従業員の平均残存勤務年数以内の一定の年数による定額法により按分した額を、それぞれ

　約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額

　工事契約に関する完成工事高の計上は、一定の期間にわたり充足される履行義務は、期間がごく短い工事を除き、

履行義務の充足に係る進捗度を見積り、当該進捗度に基づき収益を一定の期間にわたり認識し、一時点で充足される

履行義務は、工事完了時に収益を認識することとしている。なお、履行義務の充足に係る進捗度の合理的な見積り

が出来ない工事については、原価回収基準を適用している。また、履行義務の充足に係る進捗度の見積りの方法は

の発生の翌事業年度から費用処理することとしている。

市場価格のない株式等以外のもの・・・時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は

　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　移動平均法により算定）によっている。

市場価格のない株式等・・・原価法（移動平均法）によっている。

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっている。

未成工事支出金　　　  ・・・原価法（個別法）によっている。
原材料及び貯蔵品　　 ・・・先入先出法による原価法

   ただし、1998年4月1日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）ならびに

   2016年4月1日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法

   による。

   なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（5年）

   に基づく定額法によっている。

に見積ることができる工事について、翌事業年度以降に発生が見込まれる損失を引当計上している。

瑕疵担保等の費用に充てるため、完成工事高に対する将来の見積補償額に基づいて計上している。

従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額の当期負担分を計上している。

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上している。
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